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愛媛県県税賦課徴収条例施行規則等の一部を改正する規則

（愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

第１号様式（第１条関係）

１ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

第１号様式（第１条関係）

１ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００

円以上であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨て

る。）に対し年 パーセント （納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間については年 パーセント、 年１

月１日以後の期間については各年ごとにそれぞれ年１４．６パー

セントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合

をいう。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのう

ちいずれか低い割合）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の

端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これ

を切り捨ててください。

２・３ 省略

注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００

円以上であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨て

る。）に対し年１４．６パーセント（納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間については、年 パーセント

）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の

端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これ

を切り捨ててください。

２・３ 省略

備考 １ 省略

２ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の５第２項

の規定の適用がないものとしたときの個人の事業税の

第２期の納期の末日が土曜日又は日曜日に該当する場

合は、注意１中「年 パーセント、 年１月１日

以後」とあるのは「年 パーセント （当該期間のう

ち 年１月１日以後の期間については、年７．３パー

セントの割合と 年の特例基準割合（当該年の前

年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第

２項の規定により告示された割合に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下同じ。）に年１パー

セントの割合を加算した割合とのうちいずれか低い割

合）、当該経過する日後」と、「特例基準割合（当該

年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。）」とあるのは

「特例基準割合」と記載すること。

２ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

備考 １ 省略

２ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の５第２項

の規定の適用がないものとしたときの個人の事業税の

第２期の納期の末日が土曜日又は日曜日に該当する場

合は、注意１中「年 パーセント

」とあるのは、「年 パーセント（当該期間のう

ち 年１月１日以後の期間については、年７．３パー

セントと 年１１月３０日を経過する時における日本

銀行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の

規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パ

ーセントの割合を加算した割合（当該割合に０．１パーセ

ント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）

のうちいずれか低い割合）

」と記載すること。

２ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

省略 省略

注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００

円以上であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨て

る。）に対し年 パーセント （納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間については年 パーセント、 年１

月１日以後の期間については各年ごとにそれぞれ年１４．６パー

セントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定に

注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００

円以上であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨て

る。）に対し年１４．６パーセント（納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間については、年 パーセント
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より告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合

をいう。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのう

ちいずれか低い割合）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の

端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場合には、こ

れを切り捨ててください。

２・３ 省略

）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の

端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場合には、こ

れを切り捨ててください。

２・３ 省略

備考 １ 省略

２ １１月又は１２月に納税通知書を交付する場合におい

て、納期限の翌日の属する年と納期限の翌日から１月

を経過する日の属する年が異なる場合は、注意１中「

年 パーセント、 年１月１日以後」とあるのは

「年 パーセント （当該期間のうち 年１月１

日以後の期間については、年７．３パーセントの割合と

年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下同じ。）に年１パーセントの割合を

加算した割合とのうちいずれか低い割合）、当該経過

する日後」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税

特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規

定により告示された割合に年１パーセントの割合を加

算した割合をいう。）」とあるのは「特例基準割合」

と記載すること。

３ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

備考 １ 省略

２ １１月 に納税通知書を交付する場合におい

て、納期限の翌日の属する年と納期限の翌日から１月

を経過する日の属する年が異なる場合は、注意１中「

年 パーセント 」とあるのは

、「年 パーセント（当該期間のうち 年１月１

日以後の期間については、年７．３パーセントと

年１１月３０日を経過する時における日本銀行法（平成９

年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規定により定め

られる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合

を加算した割合（当該割合に０．１パーセント未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。）のうちいずれか

低い割合）

」

と記載すること。

３ １２月に納税通知書を交付する場合において、納期限

の翌日の属する年と納期限の翌日から１月を経過する

日の属する年が異なる場合は、注意１中「年 パーセ

ント」とあるのは、「年 パーセント（当該期間のう

ち 年１月１日以後の期間については、年 パー

セント）」と記載すること。

３ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

省略 省略

省略 省略

注

意

１ 納期限までに納付しなかつた場合におい

て、税額が２，０００円以上であるときは、納

期限の翌日から納付の日までの期間の日数

に応じ、当 該 税 額（１，０００円 未 満 の 端 数

は、切り捨てる。）に対し年 パーセント

（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については年 パーセント、

年１月１日以後の期間については各年ご

とにそれぞれ年１４．６パーセントの割合と当

該各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合に年

１パーセントの割合を加算した割合をい

う。）に年７．３パーセントの割合を加算し

た割合とのうちいずれか低い割合）の割合

で計算した延滞金額を加算して納付しなけ

ればなりません。計算して得た額に１００円

注

意

１ 納期限までに納付しなかつた場合におい

て、税額が２，０００円以上であるときは、納

期限の翌日から納付の日までの期間の日数

に応じ、当 該 税 額（１，０００円 未 満 の 端 数

は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については、年 パーセント

）の割合

で計算した延滞金額を加算して納付しなけ

ればなりません。計算して得た額に１００円
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未満の端数がある場合又は全額が１，０００円

未満である場合は、これを切り捨ててくだ

さい。

２・３ 省略

未満の端数がある場合又は全額が１，０００円

未満である場合は、これを切り捨ててくだ

さい。

２・３ 省略

備考 省略

４ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

備考 省略

４ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００

円以上であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨て

る。）に対し年 パーセント （納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間については年 パーセント、 年１

月１日以後の期間については各年ごとにそれぞれ年１４．６パー

セントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合

をいう。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのう

ちいずれか低い割合）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の

端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これ

を切り捨ててください。

２・３ 省略

注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、税額が２，０００

円以上であるときは、納期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨て

る。）に対し年１４．６パーセント（納期限の翌日から１月を経

過する日までの期間については、年 パーセント

）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に１００円未満の

端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これ

を切り捨ててください。

２・３ 省略

備考 １ 省略

２ １１月又は１２月に納税通知書を交付する場合におい

て、納期限の翌日の属する年と納期限の翌日から１月

を経過する日の属する年が異なる場合は、注意１中「

年 パーセント、 年１月１日以後」とあるのは

「年 パーセント （当該期間のうち 年１月１

日以後の期間については、年７．３パーセントの割合と

年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下同じ。）に年１パーセントの割合を

加算した割合とのうちいずれか低い割合）、当該経過

する日後」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税

特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規

定により告示された割合に年１パーセントの割合を加

算した割合をいう。）」とあるのは「特例基準割合」

と記載すること。

５ （納税通知書）

備考 １ 省略

２ １１月 に納税通知書を交付する場合におい

て、納期限の翌日の属する年と納期限の翌日から１月

を経過する日の属する年が異なる場合は、注意１中「

年 パーセント 」とあるのは

、「年 パーセント（当該期間のうち 年１月１

日以後の期間については、年７．３パーセントと

年１１月３０日を経過する時における日本銀行法（平成９

年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規定により定め

られる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合

を加算した割合（当該割合に０．１パーセント未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。）のうちいずれか

低い割合）

」

と記載すること。

３ １２月に納税通知書を交付する場合において、納期限

の翌日の属する年と納期限の翌日から１月を経過する

日の属する年が異なる場合は、注意１中「年 パーセ

ント」とあるのは、「年 パーセント（当該期間のう

ち 年１月１日以後の期間については、年 パー

セント）」と記載すること。

５ （納税通知書）

省略 省略

省略 省略
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注 意 注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、

税額が２，０００円以上であるときは、納期限の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該

税額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）

に対し年 パーセント （納期限の翌日から１

月を経過する日までの期間については年 パー

セント、 年１月１日以後の期間について

は各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセントの割合

と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第

２項の規定により告示された割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。）に年７．３

パーセントの割合を加算した割合とのうちいず

れか低い割合）の割合で計算した延滞金額を加

算して納付しなければなりません。計算して得

た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が

１，０００円未満である場合は、これを切り捨てて

ください。

２～４ 省略

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、

税額が２，０００円以上であるときは、納期限の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該

税額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）

に対し年１４．６パーセント（納期限の翌日から１

月を経過する日までの期間については、年 パ

ーセント

）の割合で計算した延滞金額を加

算して納付しなければなりません。計算して得

た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が

１，０００円未満である場合は、これを切り捨てて

ください。

２～４ 省略

備考 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の５第２項の規

定の適用がないものとしたときの個人の事業税の第２期の

納期の末日が土曜日又は日曜日に該当する場合は、注意１

中「年 パーセント、 年１月１日以後」とあるのは

「年 パーセント （当該期間のうち 年１月１日以

後の期間については、年７．３パーセントの割合と 年の

特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同

じ。）に年１パーセントの割合を加算した割合とのうちい

ずれか低い割合）、当該経過する日後」と、「特例基準割

合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合をいう。）」とあるのは「特

例基準割合」と記載すること。

６ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

備考 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の５第２項の規

定の適用がないものとしたときの個人の事業税の第２期の

納期の末日が土曜日又は日曜日に該当する場合は、注意１

中「年 パーセント 」とあるのは

、「年 パーセント（当該期間のうち 年１月１日以

後の期間については、年７．３パーセントと 年１１月３０日

を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第８９号）

第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基

準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合（当該割

合に０．１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）のうちいずれか低い割合）

」と記載すること。

６ （納税通知書）

（表） 省略

（裏）

省略 省略

省略 省略

注 意 注 意

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、

税額が２，０００円以上であるときは、納期限の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税

額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対

し年 パーセント （納期限の翌日から１月を

経過する日までの期間については年 パーセン

ト、 年１月１日以後の期間については各

年ごとにそれぞれ年１４．６パーセントの割合と当

該各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

１ 納期限までに納付しなかつた場合において、

税額が２，０００円以上であるときは、納期限の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税

額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対

し年１４．６パーセント（納期限の翌日から１月を

経過する日までの期間については、年 パーセ

ント
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別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項

の規定により告示された割合に年１パーセント

の割合を加算した割合をいう。）に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とのうちいずれか低

い割合）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に

１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円

未満である場合は、これを切り捨ててくださ

い。

２～４ 省略

）の割合で計算した延滞金額を加算して

納付しなければなりません。計算して得た額に

１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円

未満である場合は、これを切り捨ててくださ

い。

２～４ 省略

第９号様式（第１条関係）

１ 省略

２ （督促状）

（表） 省略

（裏）

第９号様式（第１条関係）

１ 省略

２ （督促状）

（表） 省略

（裏）

省略

注意

１ 省略

２ 延滞金は、税額が２，０００円以上であるものについて、納

期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税

額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対し、納期

限の翌日から 年 月 日までの期間については年

パーセント、 年 月 日以後の期間については年

パーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の期間

については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセントの割合

と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示

された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのうち

いずれか低い割合）の割合で計算してください。計算して

得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未

満である場合は、これを切り捨ててください。

３・４ 省略

省略

注意

１ 省略

２ 延滞金は、税額が２，０００円以上であるものについて、納

期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税

額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６

パーセント（納期限の翌日から 年 月 日までの期

間については、年 パーセント

）の割合で計算してください。計算して

得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未

満である場合は、これを切り捨ててください。

３・４ 省略

備考１ 省略

２ 延滞金の

割合の変更が２回以上ある場合は、注意２中「までの期

間については 年 パーセ

ント」の下に「、 年 月 日から 年 月

日までの期間については年 パーセント」を適宜追加し

て記載すること。

第１０号様式（第１条関係）

１ （通知書兼不足税額等納額告知書）県民税（法人分）、事業

税（法人分）、地方法人特別税に係る分

（表）

備考１ 省略

２ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金の

割合の変更が ある場合は、注意２中「ついては

、」とあるのは、「ついては」と記載し、「年 パーセ

ント」の下に「、 年 月 日から 年 月

日までの期間については年 パーセント」を適宜追加し

て記載すること。

第１０号様式（第１条関係）

１ （通知書兼不足税額等納額告知書）県民税（法人分）、事業

税（法人分）、地方法人特別税に係る分

（表）

省略 省略

不足税額及び加算金額に延滞金を加算して 年

月 日までに納付してください。なお、事業税及び

地方法人特別税に係る延滞金の計算については、事業

税及び地方法人特別税の合算額によつて行つてくださ

い。また、延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるも

不足税額及び加算金額に延滞金を加算して 年

月 日までに納付してください。なお、事業税及び

地方法人特別税に係る延滞金の計算については、事業

税及び地方法人特別税の合算額によつて行つてくださ

い。また、延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるも

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９３７



のについて、 年 月 日から納付の日までの期

間（事業税及び地方法人特別税のうち 円並びに県

民税のうち 円については、上記延滞金の控除期間

を除く。）の日数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満

の端数は、切り捨てる。）に対し、 年 月 日

から 年 月 日までの期間については年 パー

セント、 年 月 日以後の期間については年

パーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の

期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセン

トの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項

の規定により告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。）に年７．３パーセントの割合を

加算した割合とのうちいずれか低い割合）の割合で計

算してください。計算して得た額に１００円未満の端数が

ある場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これを

切り捨ててください。

のについて、 年 月 日から納付の日までの期

間（事業税及び地方法人特別税のうち 円並びに県

民税のうち 円については、上記延滞金の控除期間

を除く。）の日数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満

の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセント

（ 年 月 日から 年 月 日までの期間

については年 パーセント、 年 月 日から

年 月 日までの期間については年 パーセント

）の割合で計

算してください。計算して得た額に１００円未満の端数が

ある場合又は全額が１，０００円未満である場合は、これを

切り捨ててください。

（裏） （裏）

省略 省略

備考１ 延滞金の

割合の変更が２回以上ある場合は、「

までの期

間については年 パーセント」の下に「、 年 月

日から 年 月 日までの期間については年 パ

ーセント」を適宜追加して記載すること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係

る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月

を経過する日の属する年が異なる場合は、「までの期間

については年 パーセント」とあるのは「までの期間に

ついては年 パーセント（当該期間のうち 年１月

１日以後の期間については、年７．３パーセントの割合と

年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合を

いう。以下同じ。）に年１パーセントの割合を加算した

割合とのうちいずれか低い割合）」と、「特例基準割合

（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パ

ーセントの割合を加算した割合をいう。）」とあるのは

「特例基準割合」と記載すること。

３・４ 省略

２ （通知書兼不足金額等納額告知書）県民税（利子割、配当割

及び株式等譲渡所得割分）及びゴルフ場利用税に係る分

備考１ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金の

割合の変更が２回以上ある場合は、「 年 月 日

から 年 月 日までの期間については年 パーセ

ント、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」の下に「、 年 月

日から 年 月 日までの期間については年 パ

ーセント」を適宜追加して記載すること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係

る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月

を経過する日の属する年が異なる場合は、「年 パーセ

ント） 」とあるのは、「年 パーセ

ント（当該期間のうち、 年１月１日

以後の期間については、年７．３パーセントと

年１１月３０日を経過する時における日本銀行法（平成９年

法律８９号）第１５条第１項第１号の規定により定められる

商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算し

た割合（当該割合に０．１パーセント未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。）のうちいずれか低い割合））

」と記載すること。

３・４ 省略

２ （通知書兼不足金額等納額告知書）県民税（利子割、配当割

及び株式等譲渡所得割分）及びゴルフ場利用税に係る分

省略 省略

省略

年 月分 県民税（利子割・配当割・株式等譲渡所

得割分）（ゴルフ場利用税）について課税標準額等を次のと

おり更正・決定しましたから通知します。

省略

年 月分 県民税（利子割・配当割・株式等譲渡所

得割分）（ゴルフ場利用税）について課税標準額等次の と

おり更正・決定しましたから通知します。

省略 省略

上記の不足金額及び加算金額に延滞金を加算して 省略 上記の不足金額及び加算金額に延滞金を加算して 省略
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年 月 日までに納入（納付）してください。

なお、延滞金は、不足金額が２，０００円以上であるもの

について、 年 月 日から納入（納付）の日ま

での期間の日数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満

の端数は、切り捨てる。）に対し、 年 月 日

から 年 月 日までの期間については年 パ

ーセント、 年 月 日以後の期間については

年 パーセント（当該期間のうち 年１月１日

以後の期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パ

ーセントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条

第２項の規定により告示された割合に年１パーセント

の割合を加算した割合をいう。）に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とのうちいずれか低い割合）の

割合で計算してください。計算して得た額に１００円未

満の端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場

合は、これを切り捨ててください。

年 月 日までに納入（納付）してください。

なお、延滞金は、不足金額が２，０００円以上であるもの

について、 年 月 日から納入（納付）の日ま

での期間の日数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満

の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセント

（ 年 月 日から 年 月 日までの期間

については、年 パーセント

）の

割合で計算してください。計算して得た額に１００円未

満の端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場

合は、これを切り捨ててください。

省略 省略

備考 １ 省略

２ 延滞金

の割合の変更が２回以上ある場合は、「までの期間に

ついては 年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

３ １０月又は１１月（ゴルフ場利用税にあつては、１１月又

は１２月）に通知する場合において、この通知に係る納

期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月を

経過する日の属する年が異なる場合は、「までの期間

については年 パーセント」とあるのは「までの期間

については年 パーセント（当該期間のうち 年

１月１日以後の期間については、年７．３パーセントの割

合と 年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定

により告示された割合に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下同じ。）に年１パーセントの割

合を加算した割合とのうちいずれか低い割合）」と、

「特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示さ

れた割合に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。）」とあるのは「特例基準割合」と記載するこ

と。

４・５ 省略

３ （通知書兼不足税額等納額告知書）県たばこ税に係る分

備考 １ 省略

２ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金

の割合の変更が ある場合は、「ついては、」

を「ついては」と記載し、「年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

３ １０月又は１１月

に通知する場合において、この通知に係る納

期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月を

経過する日の属する年が異なる場合は、「年 パーセ

ント） 」とあるのは、「年 パー

セント（当該期間のうち、 年１月１日

以後の期間については、年７．３パーセントと

年１１月３０日を経過する時における日本銀行法（平

成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規定により

定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの

割合を加算した割合（当該割合に０．１パーセント未満の

端数があるときは、これを切り捨てる。）のうちいず

れか低い割合））

」と 記 載 す る こ

と。

４・５ 省略

３ （通知書兼不足税額等納額告知書）県たばこ税に係る分

省略 省略

省略

年 月分県たばこ税について課税標準数量等を次の

とおり更正・決定しましたから通知します。

省略

年 月分県たばこ税について課税標準数量等次の

とおり更正・決定しましたから通知します。

省略 省略

上記の不足税額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付してください。なお、

省略 上記の不足税額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付してください。なお、

省略
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延滞金は、不足金額が２，０００円以上であるものについ

て、 年 月 日から納付の日までの期間の日

数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満の端数は、切

り捨てる。）に対し、 年 月 日から

年 月 日までの期間については年 パーセント、

年 月 日以後の期間については年 パーセ

ント（当該期間のうち 年１月１日以後の期間

については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセント

の割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。）に年７．３パーセントの

割合を加算した割合とのうちいずれか低い割合）の

割合で計算してください。計算して得た額に１００円未

満の端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場

合は、これを切り捨ててください。

延滞金は、不足金額が２，０００円以上であるものについ

て、 年 月 日から納付の日までの期間の日

数に応じ当該 不足税額（１，０００円未満の端数は、切

り捨てる。）に対し年１４．６パーセント（ 年

月 日から 年 月 日までの期間について

は、年 パーセント

）の

割合で計算してください。計算して得た額に１００円未

満の端数がある場合又は全額が１，０００円未満である場

合は、これを切り捨ててください。

省略 省略

備考 １ 延滞金

の割合の変更が２回以上ある場合は、「までの期間に

ついては 年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に

係る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から

１月を経過する日の属する年が異なる場合は、「まで

の期間については年 パーセント」とあるのは「まで

の期間については年 パーセント（当該期間のうち

年１月１日以後の期間については、年７．３パーセ

ントの割合と 年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合をいう。以下同じ。）に年１パーセ

ントの割合を加算した割合とのうちいずれか低い割

合）」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。）」とあるのは「特例基準割合」と記

載すること。

３・４ 省略

４ （通知書兼不足金額等納額告知書）軽油引取税に係る分

備考 １ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金

の割合の変更が ある場合は、「ついては、」

を「ついては」と記載し、「年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に

係る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から

１月を経過する日の属する年が異なる場合は、「年

パーセント） 」とあるのは、「年

パーセント（当該期間のうち、 年１月１日

以後の期間については、年７．３パーセ

ントと 年１１月３０日を経過する時における日本銀

行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規

定により定められる商業手形の基準割引率に年４パー

セントの割合を加算した割合（当該割合に０．１パーセ

ント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）

のうちいずれか低い割合））

」と記

載すること。

３・４ 省略

４ （通知書兼不足金額等納額告知書）軽油引取税に係る分

省略 省略

省略

年 月分軽油引取税について課税標準量等を次のと

おり更正・決定しましたから通知します。

省略

年 月分軽油引取税について課税標準量等次の と

おり更正・決定しましたから通知します。

省略 省略

上記の不足金額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納入（納付）してくださ

い。なお、延滞金は、不足税額が２，０００円以上である

ものについて、 年 月 日から納入（納付）

の日までの期間の日数に応じ、当該不足額（１，０００円

省略 上記の不足金額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納入（納付）してくださ

い。なお、延滞金は、不足税額が２，０００円以上である

ものについて、 年 月 日から納入（納付）

の日までの期間の日数に応じ、当該不足額（１，０００円

省略
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未満の端数は、切り捨てる。）に対し、 年

月 日から 年 月 日までの期間については

年 パーセント、 年 月 日以後の期間につ

いては年 パーセント（当該期間のうち 年１

月１日以後の期間については、各年ごとにそれぞれ

年１４．６パーセントの割合と当該各年の特例基準割合

（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をいう。）に

年７．３パーセントの割合を加算した割合とのうちいず

れか低い割合）の割合で計算してください。計算し

て得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が

１，０００円未満である場合は、これを切り捨ててくださ

い。

未満の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセ

ント（ 年 月 日から 年 月 日まで

の期間については、年 パーセント

）の割合で計算してください。計算し

て得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が

１，０００円未満である場合は、これを切り捨ててくださ

い。

省略 省略

備考 １ 延滞金

の割合の変更が２回以上ある場合は、「までの期間に

ついては 年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

２ １１月又は１２月に通知する場合において、この通知に

係る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から

１月を経過する日の属する年が異なる場合は、「まで

の期間については年 パーセント」とあるのは「まで

の期間については年 パーセント（当該期間のうち

年１月１日以後の期間については、年７．３パーセ

ントの割合と 年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合をいう。以下同じ。）に年１パーセ

ントの割合を加算した割合とのうちいずれか低い割

合）」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。）」とあるのは「特例基準割合」と記

載すること。

３・４ 省略

５ （通知書兼不足税額等納額告知書）自動車取得税に係る分

備考 １ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金

の割合の変更が ある場合は、「ついては、」

を「ついては」と記載し、「年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

２ １１月 に通知する場合において、この通知に

係る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から

１月を経過する日の属する年が異なる場合は、「年

パーセント） 」とあるのは、「年

パーセント（当該期間のうち、 年１月１日

以後の期間については、年７．３パーセ

ントと 年１１月３０日を経過する時における日本銀

行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規

定により定められる商業手形の基準割引率に年４パー

セントの割合を加算した割合（当該割合に０．１パーセン

ト未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）の

うちいずれか低い割合））

」と記

載すること。

３・４ 省略

５ （通知書兼不足税額等納額告知書）自動車取得税に係る分

省略 省略

省略

自動車取得税について課税標準額等を次のとおり更正・決

定しましたから通知します。

省略

自動車取得税について課税標準額等次の とおり更正・決

定しましたから通知します。

省略 省略

上記の不足税額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付してください。なお、

延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるものについ

て、 年 月 日から納付の日までの期間の日

数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満の端数は、切

り捨てる。）に対し、 年 月 日から

年 月 日までの期間については年 パーセン

省略 上記の不足税額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付してください。なお、

延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるものについ

て、 年 月 日から納付の日までの期間の日

数に応じ当該 不足税額（１，０００円未満の端数は、切

り捨てる。）に対し年１４．６パーセント（ 年

月 日から 年 月 日までの期間については

省略
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第２条 愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を次のように改正する。

第９号様式１を次のように改める。

ト、 年 月 日以後の期間については年 パ

ーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の

期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセ

ントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前

年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条

第２項の規定により告示された割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合をいう。）に年７．３パーセン

トの割合を加算した割合とのうちいずれか低い割

合）の割合で計算してください。計算して得た額に

１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未満

である場合は、これを切り捨ててください。

、年 パーセント

）の割合で計算してください。計算して得た額に

１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未満

である場合は、これを切り捨ててください。

省略 省略

備考 １ 延滞金

の割合の変更が２回以上ある場合は、「までの期間に

ついては 年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に

係る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から

１月を経過する日の属する年が異なる場合は、「まで

の期間については年 パーセント」とあるのは「まで

の期間については年 パーセント（当該期間のうち

年１月１日以後の期間については、年７．３パーセ

ントの割合と 年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パーセントの割

合を加算した割合をいう。以下同じ。）に年１パーセ

ントの割合を加算した割合とのうちいずれか低い割

合）」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定に

より告示された割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。）」とあるのは「特例基準割合」と記

載すること。

３・４ 省略

６・７ 省略

備考 １ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金

の割合の変更が ある場合は、「ついては、」

を「ついては」と記載し、「年 パーセント」の下に

「、 年 月 日から 年 月 日までの期

間については年 パーセント」を適宜追加して記載す

ること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に

係る納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から

１月を経過する日の属する年が異なる場合は、「年

パーセント） 」とあるのは、「年

パーセント（当該期間のうち、 年１月１日

以後の期間については、年７．３パーセ

ントと 年１１月３０日を経過する時における日本銀

行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規

定により定められる商業手形の基準割引率に年４パー

セントの割合を加算した割合（当該割合に０．１パーセン

ト未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）の

うちいずれか低い割合））

」と記

載すること。

３・４ 省略

６・７ 省略
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第９号様式（第１条関係）

１ （督促状）

（表）

郵 便 は が き
督 促 状

（住所）

（氏名）

注意
１ 月 日までに完納されないときは、やむを得ず国税徴
収法（昭和３４年法律第１４７号）の規定による滞納処分の例に
よつて財産差押えをしなければならないことになります。
２ 延滞金は、税額が２，０００円以上であるものについて、納期
限の翌日から納付（納入）の日までの期間の日数に応じ、
当該税額（１，０００円未満の端数は、切り捨てる。）に対し、
納期限の翌日から 年 月 日までの期間については
年 パーセント、 年 月 日以後の期間については
年 パーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の
期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセントの
割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別
措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により
告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合を
いう。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのうち
いずれか低い割合）の割合で計算してください。計算して
得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未
満である場合は、これを切り捨ててください。
３ この督促について不服があるときは、この督促を受けた
日の翌日から起算して６０日以内に愛媛県知事に審査請求を
することができます。
４ この督促の取消しの訴えは、３の審査請求に対する裁決
を経た後、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算して
６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県知事が被告の代
表者となります。）提起することができます。ただし、次
のアからウまでのいずれかに該当するときは、当該裁決を
経ないで督促の取消しの訴えを提起することができます。
ア 審査請求があつた日から３箇月を経過しても裁決がな
いとき。
イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい
損害を避けるため緊急の必要があるとき。
ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があると
き。

－

整理番号（登録番号）納期限

年度

滞 納 税 額（円） 延 滞 金 額（円）

税 法律による金額

税 法律による金額

申告加算金額

重 加 算 金 額

上記のとおり滞納となつておりますから、至急
納付（納入）してください。

督促状発付 年 月 日

愛媛県 地方局長�

愛
媛

県
報

平
成
２５
年
１２
月
１３
日

第
２５３０

号

９４３



（裏）

納付（納入）の場所
・指定金融機関
・指定代理金融機関

・収納代理金融機関

・県が収納の事務を委託した者
・地方局

備考 １ 延滞金の割合の変更が２回以上ある場合は、注意２中「までの期間については年 パーセント」の下に「、 年 月 日から 年 月 日までの期間については年 パーセント」を適宜
追加して記載すること。

２ 法人の県民税及び事業税については、注意２中「納期限の翌日から 年 月 日までの期間については年 パーセント、 年 月 日以後の期間については年 パーセント（当該期間の
うち 年１月１日以後の期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定
により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのうちいずれか低い割合）の割合で計算してください。」とあるのは、「次の
期間の日数に応じ、それぞれに掲げる割合で計算した額の合計額です。
� 年 月 日から 年 月 日まで 年 パーセント
� 年 月 日から 年 月 日まで 年 パーセント
（ただし、県民税のうち 円及び事業税のうち 円については、 年 月 日から 年 月 日までの期間を除く。）
� 年 月 日以後 年 パーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パーセントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年の前年に租
税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。）に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのうちいずれか低
い割合）」

と記載すること。
なお、�又は�において延滞金の割合の変更が２回以上ある場合は、�及び�中「年 パーセント」の下に「、 年 月 日から 年 月 日まで 年 パーセント」を適宜追加して記

載すること。
３ 「納付（納入）の場所」欄の「指定金融機関」欄、「指定代理金融機関」欄、「収納代理金融機関」欄及び「県が収納の事務を委託した者」欄は、それぞれ該当する金融機関、取り扱う店舗及び
県が収納の事務を委託した者を記載すること。

愛
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報
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成
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（愛媛県資源循環促進税条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県資源循環促進税条例施行規則（平成１８年愛媛県規則第６４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１２号（第２条関係） 資源循環促進税通知書兼納額告知書

（その１） 課税標準重量等の更正又は決定をした場合

様式第１２号（第２条関係） 資源循環促進税通知書兼納額告知書

（その１） 課税標準重量等の更正又は決定をした場合

省略 省略

上記の不足金額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付（納入）してくださ

い。

なお、延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるも

のについて、 年 月 日から納付（納入）の

日までの期間の日数に応じ、当該不足額（１，０００円未

満の端数は、切り捨てる。）に対し、 年 月

日から 年 月 日までの期間については

年 パーセント、 年 月 日以後の期間につ

いては年 パーセント（当該期間のうち 年１

月１日以後の期間については、各年ごとにそれぞれ

年１４．６パーセントの割合と当該各年の特例基準割合

（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をいう。）に

年７．３パーセントの割合を加算した割合とのうちいず

れか低い割合）の割合で計算してください。計算し

て得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が

１，０００円未満である場合は、これを切り捨ててくださ

い。

省略 上記の不足金額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付（納入）してくださ

い。

なお、延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるも

のについて、 年 月 日から納付（納入）の

日までの期間の日数に応じ、当該不足額（１，０００円未

満の端数は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセン

ト（ 年 月 日 か ら 年 月 日 ま で

の期間については、年 パーセント

）の割合で計算してください。計算し

て得た額に１００円未満の端数がある場合又は全額が

１，０００円未満である場合は、これを切り捨ててくださ

い。

省略

省略 省略

注１ 省略

２ 延滞金の割

合の変更が２回以上ある場合は、「までの期間については

年 パーセント」の下に「、 年

月 日から 年 月 日までの期間については年

パーセント」を適宜追加して記載すること。

３ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係る

納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月を経

過する日の属する年が異なる場合は、「までの期間につい

ては年 パーセント」とあるのは「までの期間については

年 パーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の

期間については、年７．３パーセントの割合と 年の特

例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年

１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）

に年１パーセントの割合を加算した割合とのうちいずれか

低い割合）」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合

をいう。）」とあるのは「特例基準割合」と記載するこ

と。

４・５ 省略

（その２）・（その３） 省略

注１ 省略

２ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金の割

合の変更が ある場合は、「ついては、」を「つい

ては」と記載し、「年 パーセント」の下に「、 年

月 日から 年 月 日までの期間については年

パーセント」を適宜追加して記載すること。

３ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係る

納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月を経

過する日の属する年が異なる場合は、「年 パーセント）

」とあるのは、「年 パーセント（当

該期間のうち、 年１月１日 以後の

期間については、年７．３パーセントと 年１１月３０日を

経過する時における日本銀行法（平成９年法律第８９号）第

１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準

割引率に年４パーセントの割合を加算した割合（当該割合

に０．１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）のうちいずれか低い割合））

」と 記 載 す る こ

と。

４・５ 省略

（その２）・（その３） 省略

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９４５



（愛媛県核燃料税条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県核燃料税条例施行規則（平成２１年愛媛県規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第２条関係）

（その１）

様式第２号（第２条関係）

（その１）

省略 省略

上記の不足税額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付してください。

なお、延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるも

のについて、 年 月 日から納付の日までの

期間の日数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満の端

数は、切り捨てる。）に対し、 年 月 日か

ら 年 月 日までの期間については年 パー

セント、 年 月 日以後の期間については年

パーセント（当該期間のうち 年１月１日以

後の期間については、各年ごとにそれぞれ年１４．６パ

ーセントの割合と当該各年の特例基準割合（当該年

の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合をいう。）に年７．３パー

セントの割合を加算した割合とのうちいずれか低い

割合）の割合で計算してください。計算して得た額

に１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未

満である場合は、これを切り捨ててください。

省略 上記の不足税額及び加算金額に延滞金を加算して

年 月 日までに納付してください。

なお、延滞金は、不足税額が２，０００円以上であるも

のについて、 年 月 日から納付の日までの

期間の日数に応じ、当該不足税額（１，０００円未満の端

数は、切り捨てる。）に対し年１４．６パーセント（

年 月 日から 年 月 日までの期間に

ついては、年 パーセント

）の割合で計算してください。計算して得た額

に１００円未満の端数がある場合又は全額が１，０００円未

満である場合は、これを切り捨ててください。

省略

省略 省略

備考

１ 延滞金の割

合の変更が２回以上ある場合は、「までの期間については

年 パーセント」の下に「、 年

月 日から 年 月 日までの期間については年

パーセント」を適宜追加して記載すること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係る

納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月を経

過する日の属する年が異なる場合は、「までの期間につい

ては年 パーセント」とあるのは「までの期間については

年 パーセント（当該期間のうち 年１月１日以後の

期間については、年７．３パーセントの割合と 年の特

例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年

１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）

に年１パーセントの割合を加算した割合とのうちいずれか

低い割合）」と、「特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定によ

り告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合

をいう。）」とあるのは「特例基準割合」と記載するこ

と。

３・４ 省略

（その２） 省略

備考

１ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金の割

合の変更が ある場合は、「ついては、」を「つい

ては」と記載し、「年 パーセント」の下に「、 年

月 日から 年 月 日までの期間については年

パーセント」を適宜追加して記載すること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係る

納期限の翌日の属する年と当該納期限の翌日から１月を経

過する日の属する年が異なる場合は、「年 パーセント）

」とあるのは、「年 パーセント（当

該期間のうち、 年１月１日 以後の

期間については、年７．３パーセントと 年１１月３０日を経

過する時における日本銀行法（平成９年法律第８９号）第１５

条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割

引率に年４パーセントの割合を加算した割合（当該割合に

０．１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。）のうちいずれか低い割合））

」と 記 載 す る こ

と。

３・４ 省略

（その２） 省略

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９４６



告 示
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１ この規則は、平成２６年１月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に交付している改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定による

書類とみなす。

�愛媛県告示第１３３４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３３５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３３６号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための研修

を指定した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 井 元 弘

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２６年２月１６日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校

４ 受講料

５，０００円

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

松山薬局東石井店 松山市東石井３丁目３番７号 株式会社松山薬局 精神通院医療（薬
局）

平成２５年
１２月１日

おか薬局 新居浜市船木甲４４７５番地１ 株式会社おかファーマシー 精神通院医療（薬
局）

平成２５年
１２月１日

ハッピー薬局古川南店 松山市古川南３丁目１６－２９ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬
局）

平成２５年
１２月１日

ハッピー薬局北梅本店 松山市北梅本町甲６６６番地２ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬
局）

平成２５年
１２月１日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社クオリア 伊予郡松前町北黒田６７９－１ 訪問看護ステーションくるみ 伊予郡松前町北黒田６７９－１ 精神通院医療 平成２５年
１２月１日

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９４７
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�愛媛県告示第１３３８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３３９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに伊予市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイレックス伊予店

伊予市下吾川字南西原１６０３番 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

ＮＴＴファイナンス株式会社

東京都港区芝浦一丁目２番１号

代表取締役 前田 幸一

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 大嶌 秀昭

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２６年７月２８日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，６９６平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

９８台

イ 駐輪場の収容台数

３３台

ウ 荷さばき施設の面積

５０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１８立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２５年１１月２７日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部

�愛媛県告示第１３３７号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する知識

の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 井 元 弘

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２６年２月１６日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校

４ 受講料

４，５００円

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

ぽかぽか薬局新居浜
店

新居浜市一宮町１丁
目甲６５６番１

新居浜市一宮町１丁
目１２－５６

平成２５年
１１月１日

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９４８
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産業振興課商工観光室並びに伊予市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１３４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

宇和島市吉田町法花津、沖村、鶴間、河内、南君、奥浦、浅川、白

浦及び同市三間町大藤、曽根、成家、務田、戸雁、宮野下、元宗、

波岡、川之内、是延、三間中間、迫目、北増穂並びに同市津島町増

穂、岩松、山財及び下畑地地域に係る県営土地改良事業計画を定め

たので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計

画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・宇和島地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２５年１２月１６日から平成２６年１月２１日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所及び同三間支所並びに同津島支所

�������
�愛媛県告示第１３４１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

宇和島市三間町三間中間及び同市津島町下畑地並びに増穂地域に係

る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定により、

次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・宇和島地区）計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２５年１２月１６日から平成２６年１月２１日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所及び同津島支所

�������
�愛媛県告示第１３４２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、今治市菊間町長坂地域に係る県営土地改良事業計画を変更し

たので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定によ

り、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・長坂地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２５年１２月１６日から平成２６年１月２１日まで

３ 縦覧場所

今治市役所菊間支所

�������
�愛媛県告示第１３４３号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３４４号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次

のとおり肥料の登録をした。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３４５号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２５年度の補

助金から適用する。ただし、改正前の愛媛県造林事業補助金交付規程の規定により補助金の交付を受けた者については、なお従前の例によ

る。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 カイモリ地区 平成２３年１月３１日

登録年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２５
年１２月
３日

愛媛県
第１２８１
号

魚かす
粉末

魚かす
粉末７．
５号

窒素全
量７．５
りん酸
全量
７．０

該当な
し

有限会社上田産
業
愛媛県八幡浜市
６６４番地４

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の種類）

第２条 補助対象となる造林事業は、次のとおりとする。

（補助対象事業の種類）

第２条 補助対象となる造林事業は、次のとおりとする。

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９４９



� 省略

� 環境林整備事業

ア 公的森林整備

イ・ウ 省略

�・� 省略

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 環境林整備事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、別

表第２のとおりとする。

ア 公的森林整備 自助努力等によつては適切な整備が期

待できない森林において、事業主体（次条に規定する事業主

体をいう。以下この項において同じ。）が協定（市町にあつ

ては森林所有者（森林法第２条第２項に規定する森林所有者

をいう。以下同じ。）と、次条第２号イからエまでに掲げる

事業主体にあつては地方公共団体及び森林所有者との間で締

結する協定であつて、施業後おおむね１０年間は皆伐を行わな

い旨を定めるものに限る。以下この号において同じ。）に基

づいて行う広葉樹林化又は針広混交林化に向けた森林施業

イ・ウ 省略

�・� 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 環境林整備事業の公的森林整備 にあつては、次に掲げる

者（ 市町にあつては

森林所有者と協定を締結した者又は寄付若しくは分収林契約

（分収林特別措置法（昭和３３年法律第５７号）第２条第３項に規

定する分収林契約をいう。）の解除により公有化した森林で施

業を行う者、市町以外の事業主体にあつてはその所有する森林

以外の森林で地方公共団体及び森林所有者と協定を締結して施

業を行う者に限る。）

ア～エ 省略

�～� 省略

別表第１（第３条関係）

森林環境保全直接支援事業

� 省略

� 環境林整備事業

ア 広葉樹林化等整備

イ・ウ 省略

�・� 省略

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 環境林整備事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、別

表第２のとおりとする。

ア 広葉樹林化等整備 自助努力等によつては適切な整備が期

待できない森林において、事業主体（次条に規定する事業主

体をいう。以下この項において同じ。）が協定（市町にあつ

ては森林所有者（森林法第２条第２項に規定する森林所有者

をいう。以下同じ。）と、次条第２号イからエまでに掲げる

事業主体にあつては地方公共団体及び森林所有者との間で締

結する協定であつて、施業後おおむね１０年間は皆伐を行わな

い旨を定めるものに限る。以下この号において同じ。）に基

づいて行う広葉樹林化又は針広混交林化に向けた森林施業

イ・ウ 省略

�・� 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 環境林整備事業の広葉樹林化等整備にあつては、次に掲げる

者（その所有する森林で施業を行う者を除き、市町にあつては

森林所有者と

、市町以外の事業主体にあつては

地方公共団体及び森林所有者と協定を締結した

者に限る。）

ア～エ 省略

�～� 省略

別表第１（第３条関係）

森林環境保全直接支援事業

区分 補助基準（経費の

内容）

補助率 区分 補助基準（経費の

内容）

補助率

１ 人工造林 優良な育成単層林

の人工林の造成を

目的として行う地

ご し ら え、植 栽

（大苗の植栽を含
は

む。）、播種、施

肥並びに低質林等

における前生樹の

伐倒及び除去に要

する経費

知事が別に定める基準に

基づいて査定した経費

（以下「査定経費」とい

う。）の１０分の４（森林

所有者等による整備が進

み難い森林等における分

収方式による森林施業及

びこれ

に

必要な路網の整備にあつ

ては、１０分の５）

１ 人工造林 優良な育成単層林

の人工林の造成を

目的として行う地

ご し ら え、植 栽

（大苗の植栽を含
は

む。）、播種、施

肥並びに低質林等

における前生樹の

伐倒及び除去に要

する経費

知事が別に定める基準に

基づいて査定した経費

（以下「査定経費」とい

う。）の１０分の４（森林

所有者等による整備が進

み難い森林等における分

収方式による森林施業、

同方式解除後の森林施業

又は市町のあつせんによ

る森林施業及びこれらに

必要な路網の整備にあつ

ては、１０分の５）

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号
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２～１１ 省略 ２～１１ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備 は、当該森林作業道整備と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道整備 と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

期間内）先行して実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道の開設については、当該開設 と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道の開設と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

期間内）先行して実施することができる。

別表第２（第３条関係）

環境林整備事業

１ 公的森林整備

別表第２（第３条関係）

環境林整備事業

１ 広葉樹林化等整備

区分 補助基準（経費の

内容）

補助率 区分 補助基準（経費の

内容）

補助率

１ 人工造林 別表第１ １に同

じ。

査定経費の１０分の４（市

町及び森林整備法人等が

行うもの

に

あつては、１０分の５）

１ 人工造林 別表第１ １に同

じ。

査定経費の１０分の４（森

林所有者等による整備が

進み難い森林等における

分収方式による森林施

業、同方式解除後の森林

施業又は市町のあつせん

による森林施業及びこれ

らに必要な路網の整備に

あつては、１０分の５）

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 枝打ち 別表第１ ６に同

じ。

同上 ６ 枝打ち � 別表第１ ６

�に同じ。

同上

� 別表第１ ６

�に同じ。

同上

７ 省略 ７ 省略

８ 間伐 適正な密度管理を

目的としてⅩⅡ齢

級以下の林分又は

地域の標準的な施

業における本数密

度をおおむね５割

上回る森林若しく

は立木の収量比数

がおおむね１００分

の９５以上の森林に

おいて行う不用木

（侵 入 竹 を 含

む。）の除去及び
とう

不良木の淘汰に要

する経費

同上

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から９までのいずれかの施業と

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備は、１から８までのいずれかの施業と
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一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から９までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から９までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 森林作業道整備 は、当該森林作業道整備と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道整備 と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

期間内）先行して実施することができる。

一体的に実施するものに限る。

３ 荒廃竹林整備は、全体事業量の中で荒廃竹林整備の事

業量が１から８までの施業に係る事業量を超えないもの

に限る。

４ 森林作業道整備は、１から８までのいずれかの施業と

一体的に実施するものに限る。

５ 森林作業道の開設については、当該開設 と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道の開設と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

期間内）先行して実施することができる。

２ 被害森林整備 ２ 被害森林整備

区分 補助基準（経費の

内容）

補助率 区分 補助基準（経費の

内容）

補助率

１ 人工造林 別表第１ １に同

じ。

査定経費の１０分の４ １ 人工造林 別表第１ １に同

じ。

査定経費の１０分の４（森

林所有者等による整備が

進み難い森林等における

分収方式による森林施

業、同方式解除後の森林

施業又は市町のあつせん

による森林施業及びこれ

らに必要な路網の整備に

あつては、１０分の５）

２～７ 省略 ２～７ 省略

８ 更新伐 １ の 表 ９ に 同

じ。

省略 ８ 更新伐 １ の 表 ８ に 同

じ。

省略

９・１０ 省略 ９・１０ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備 は、当該森林作業道整備と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道整備 と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

期間内）先行して実施することができる。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道の開設については、当該開設 と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道の開設と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

期間内）先行して実施することができる。

３ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

３ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～６ 省略 １～６ 省略

７ 更新伐 １の表 ９に同じ。 省略 ７ 更新伐 １の表 ８に同じ。 省略

８・９ 省略 ８・９ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備 は、当該森林作業道整備と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道整備 と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道の開設については、当該開設 と

一体的に実施することとされている施業に２年（当該森

林作業道の開設と一体的に実施することとされている施

業が森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計

画に基づくものである場合にあつては、これらの計画の
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�愛媛県告示第１３４６号
保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（平成２５年１０月愛媛県

告示第１１５９号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるの

で、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通

知の内容を宇和島市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおり

その要旨を告示する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

宇和島市津島町御内１６９０ 北宇和郡岩松町
岩 村 直 市 仮差押債権者

宇和島市津島町御内１７１６
北宇和郡津島町大字御内９４番
戸
松 岡 熊 吉

森林所有者

宇和島市津島町御内１７１８
北宇和郡津島町大字御内２番
耕地４５７番地
藤 坂 和 吉

〃

宇和島市津島町御内１７１９ 松山市枝松二丁目３番３８号
北 川 正 治 〃

宇和島市津島町御内１７１９
大阪府岸和田市春木泉町９番
８号
山 内 弘 文

〃

宇和島市津島町御内１８５２ 宇和島市坂下津甲４０７番地３５
岩 � 理 〃

宇和島市津島町御内１８５５、
１８５６

北宇和郡津島町大字御内１１５
番戸
是 沢 文 治

〃

宇和島市津島町御内１８６１、
１８６２

松山市須賀町５番３５号松山西
警察署職員宅４０１号
渡 邊 輝

〃

宇和島市津島町御内１８６３
北宇和郡御槇村大字御内１１６
番戸
赤 松 豊 吉

〃

宇和島市津島町御内１８８０
北宇和郡御槇村大字御内２番
耕地１番地
渡 辺 信治郎

〃

宇和島市津島町御内１９０３
北宇和郡御槇村大字御内１番
耕地１２０７番地
福 田 伊與吉

〃

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

期間内）先行して実施することができる。 期間内）先行して実施することができる。

別表第４（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 特定森林造成事業

� 省略

� 耕作放棄地等森林造成

別表第４（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 特定森林造成事業

� 省略

� 耕作放棄地等森林造成

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～５ 省略 １～５ 省略

６ 枝打ち 別表第１ ６に同じ。 同上 ６ 枝打ち � 別表第１ ６�に同じ。 同上

� 別表第１ ６�に同じ。 同上

７ 省略 ７ 省略

８ 間伐 別表第２ １の表８に同じ。 省略 ８ 間伐 別表第１ ８ に同じ。 省略

９ 更新伐 別表第２ １の表９に同じ。 省略 ９ 更新伐 別表第２ １の表８に同じ。 省略

１０・１１ 省略 １０・１１ 省略

備考 省略 備考 省略

� 造林未済地緊急造林 � 造林未済地緊急造林

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～５ 省略 １～５ 省略

６ 枝打ち � 別表第１ ６�に同じ。 省略 ６ 枝打ち 別表第１ ６�に同じ。 省略

� 別表第１ ６�に同じ。 同上

７ 省略 ７ 省略

８ 間伐 別表第２ １の表８に同じ。 省略 ８ 間伐 別表第１ ８ に同じ。 省略

９・１０ 省略 ９・１０ 省略

備考 省略 備考 省略
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は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１３４８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、新居浜市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（地図編集）

２ 作業期間 平成２５年７月１９日から

１０月３１日まで

３ 作業地域 新居浜市都市計画区域

�������
�愛媛県告示第１３４９号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）田尾地区）の施

行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）

田尾地区）の計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年１２月１６日から平成２６年１月２１日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居庁舎

�愛媛県告示第１３４７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

土木設計積算システム用機器の借入
れ
（プリンタ８台、複合機１９台）

愛媛県土木部管理
局土木管理課技術
企画室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年１１月２７日
四国通建株式会社
愛媛県今治市南大門町
一丁目１番地の１５

４０５，３００円
（月額） 一般競争入札 平成２５年１０月１８日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１７４６号 平成２２年
１１月２７日 大木建設㈱ 丸岡ひとみ 松山市南吉田町２１０５－１ 平成２５年

１１月２１日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１７０１０号 平成２４年
５月２３日 佐々木工業 佐々木博史 松山市今在家１－７－２２ 平成２５年

１１月２７日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（法人成り）

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第４２号

平成２５年１２月３日
伊予市上野字玉井１７１３番３

松山市溝辺町甲２６６番地３
イワゼキマンション５０６号
早 瀬 隆 土
早 瀬 涼 子
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�愛媛県告示第１３５５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２５年１２月６日

３ 指定道路の位置

大洲市東若宮１１番７

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ６０．０１メートル

� 幅員 ４．５０メートル

�愛媛県告示第１３５２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第１３５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第４３号

平成２５年１２月３日
伊予郡松前町大字鶴吉字払川７２７番１

大阪府吹田市春日４丁目１１番

千里春日台団地２棟１０７号

森 透 匡

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

八幡浜市江戸岡１２５２番５から

同市江戸岡１２５２番２地先まで
旧 １２．５～１９．０ ０．１１０

八幡浜市江戸岡１２５２番４から

同市江戸岡１２５２番２まで
新 １５．５～２９．９ ０．１１０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

八幡浜市川上町上泊甲３７２番４地先から

同町上泊甲１０５番４地先まで
旧 ４．５～１３．６ ０．７５９

八幡浜市川上町上泊甲８２１番から

同町上泊甲１０５番４まで
新 ５．０～３８．８ ０．７０２

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９５５
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積 予定価格

伊予郡松前町大字大間字赤渕
６８４番１外１筆 宅 地 ６，３２２．６０� ３７，０００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

�愛媛県告示第１３５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３５９号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市菅田町宇津字板野乙７５番１から

同町宇津字淵ノ瀬甲３８２番７まで

旧 ８．７～１２．５ ０．１１７

新 ８．７～２８．０ ０．１１７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田柳谷線 喜多郡内子町大字本川３７３８番５ 平成２５年１２月１３日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

山 下 善 正 久 万 高 原 町 立 病 院 上浮穴郡久万高原町久万６５番
地

社会福祉法人恩賜財団済生会
今治第二病院

今治市北日吉町１丁目７番４３
号

平成２５年
９月１日

松 浦 健 治 西 条 中 央 病 院 西条市朔日市８０４番地 まつうらバンビクリニック 今治市北宝来町３丁目３番地
３４

平成２５年
１１月１１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢体不自由、心臓、じん臓、呼
吸器、小腸、肝臓機能障害

内科、呼吸器
科

一般財団法人積善会
十全総合病院 新 居 英 二 新居浜市北新町１番５号 平成

２５年１１月１１日

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号
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平成２５年１２月１３日（金）から平成２６年１月１５日（水）まで

の執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２６年１月１５日（水）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２５年１２月２５日（水）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２６年１月２８日（火）午前１１時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁本館２階総務部会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年１１月２８日 ＮＰＯ法人 ケア・サポート 石 山 新 今治市吉海町臥間４６番地２ この法人は、高齢者、障害者に対して、福祉サ
ービスに関する事業を行うとともに、認知症等
介護に関する情報を提供し、介護教育活動・ま
ちづくり事業・地球環境保全事業及び農業等を
通じて地域社会と交流を図る事で、互いに助け
合い、個人が尊厳を持ちつつ心豊かに過ごせる
社会の醸成に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９５７
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愛媛県労働委員会第４１期委員の補欠委員候補者の推薦につい

て

第４１期愛媛県労働委員会労働者委員が１人欠員を生じるので、労

働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という。）第１９条の

１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。以下「政

令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委員会の労

働者委員の候補者を推薦する資格を有する労働組合は、委員候補者

を次により推薦してください。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 推薦者の資格

労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、法

第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定に適

合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛県の区

域内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成２５年１２月１３日（金）から２７日（金）まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成２５年１２月２７日（金）までに愛媛県経

済労働部管理局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

なお、推薦書には、次の書類を添付してください。

� 政令第２１条第３項の規定による愛媛県労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年１２月２日 ＮＰＯ法人 ＳＯＲＡ 利 田 等 松山市此花町７番１６号 この法人は、主に松山市内の精神障害者の社会
参加促進を目指し、生活を取り戻すための活動
の場、相談・サポートをできる場等を充実させ
ていくとともに、地域住民等に対して精神障害
者への理解を啓発することにより、精神障害者
の福祉を向上、発展させることを目的とする。

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９５８



別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日

愛媛県知事 様

所在地

労働組合の名称

代表者氏名 印

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項の規定によ

り、愛媛県労働委員会労働者委員の候補者として次の者を推薦します。

氏 名 年齢
所属労働組合及び

そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年

法律第１７４号）第１９条の４

第１項該当の有無
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愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第９２号
平成２６年５月２９日任期満了に伴う長浜町土地改良区総代選挙につ

いて、その事務を管理する選挙管理委員会を次のとおり指定する。

平成２５年１２月１３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

大洲市選挙管理委員会

平成２５年１２月１３日 発行

愛 媛 県 報平成２５年１２月１３日 第２５３０号

９６０


